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[S&P]3地方自治体のアウトルックを「安定的」に下方修正、格付けは据え置き

――日本ソブリンのアウトルック変更を受けて 

 

 日本の長期ソブリン格付けのアウトルックが「安定的」に下方修正されたことを受け、東京都、愛知県、大阪市の格

付けを見直した。 

 日本政府が債務不履行に陥るような環境を想定したストレスシナリオのもとでは、日本の地方自治体の信用力にも影

響が及ぶとみていることから、3地方自治体の格付けは日本のソブリン格付けの制約を受けると考える。 

 3地方自治体の長期発行体格付けのアウトルックを「ポジティブ」から「安定的」に変更、格付けは据え置いた。 

（2020年 6月 10日、東京＝S&P）S&Pグローバル・レーティング（以下「S&P」）は本日、東京都、愛知県

、大阪市の長期発行体格付けのアウトルックを「ポジティブ」から「安定的」に変更した。同格付けは据え

置いた。同時に、愛知県と大阪市に付与している短期発行体格付けも据え置いた。（後掲の格付けリスト参

照） 

アウトルックの変更は、6月 9日付で日本の長期ソブリン格付け（※「A＋」、※付きは無登録格付け、詳

細は本稿末尾の「S&Pグローバル・レーティングの格付けについて」を参照）のアウトルックが「ポジティ

ブ」から「安定的」に変更されたことを受けたものである。これは、新型コロナウイルスの感染拡大により

、日本の財政安定化は後退したと S&Pがみていることを反映している。 

3自治体の格付けは日本のソブリン格付けの制約を受けると S&Pはみている。3自治体の現在のスタンドア

ローン評価（中央政府による特別な支援・介入の可能性を考慮する前の各自治体自身に対する信用力評価）

はそれぞれ日本のソブリン格付けを上回っているが、日本政府が債務不履行（デフォルト）に陥るような環

境を想定したストレスシナリオのもとでは日本の地方自治体の信用力にも影響が及ぶと S&Pは考える。 

本格付け変更についての環境、社会、ガバナンス（ESG）要因：健康・安全 

3自治体の「安定的」のアウトルックは、日本のソブリン格付けのアウトルックを反映している。S&Pでは

、ソブリンの格上げ以外の要因で 3自治体の格付けを引き上げる可能性は現時点では低いとみている。一方

、今後、日本のソブリン格付けが引き下げられた場合には、3自治体も格下げとなる可能性が高い。 

http://www.standardandpoors.co.jp/


*S&Pグローバル・レーティングは、新型コロナウイルスの感染率や流行のピークが非常に不透明であると

認識している。一部の政府当局は、パンデミックが年央にピークに達すると予測しており、S&Pでも経済、

信用に対する影響の評価にはこの想定を使用している。新型コロナウイルスを封じ込めるための施策が世界

経済の景気後退を招いていると考える（S&Pのマクロ経済とクレジットの最新情報を参照：

www.spglobal.com/ratings）。状況が変わるに従い、想定と予測をアップデートする。 
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＜関連格付け規準と関連リサーチ＞ 

関連格付け規準 

2019年10月21日付 格付け規準｜公的部門｜パブリック・ファイナンス（米国外）：地方自治体の格付け手法 

2014年12月15日付 Criteria | Governments | International Public Finance: Methodology: Rating Non-U.S. Local And 

Regional Governments Higher Than The Sovereign 

2014年4月28日付 一般格付け規準：ソブリン格付けを上回る格付けの手法と想定：事業法人・金融法人・公的部門 

2009年12月8日付 格付け規準：クレジット・ウォッチとアウトルックの使用規準 

2017年5月23日付 一般格付け規準：長期格付けと短期格付けの関係性に関する手法 

関連リサーチ 

2020年6月9日付『日本ソブリンのアウトルックを「安定的」に下方修正、格付けは※「A＋／A-1」に据え置き』 

*本格付に関する適時開示事項（金融商品取引業等に関する内閣府令第三百十三条第三項第三号）は、S&Pグローバル・レーテ

ィング・ジャパン株式会社のウェブサイトの「ライブラリ・規制関連」＞「信用格付けの概要」

（www.standardandpoors.co.jp/pcr）でご参照いただけます。 

S&Pグローバル・レーティングの格付けについて： 

S&Pグローバル・レーティングが提供する信用格付には、日本の金融商品取引法に基づき信用格付業者として登録を受けてい

る S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社が提供する信用格付（以下「登録格付」）と、当該登録を受けていない

グループ内の信用格付業を行う法人が提供する信用格付（以下「無登録格付」）があります。本稿中で記載されている信用格

付のうち「※」が付されている信用格付は無登録格付であり、それ以外は全て登録格付です。なお、S&Pグローバル・レーテ

ィング・ジャパン株式会社が提供する信用格付の一覧は同社の日本語ウェブサイト（www.standardandpoors.co.jp）の「ライ



ブラリ・規制関連」で公表しています。 

 

S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社により付与されたグローバル・スケールの格付けは関係する信用格付け規

制に従い、欧州で承認されています。 
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